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１　は じ め に
　日本のワイン産業は少数の大手メーカーと200社を超える小規模なワイ
ナリーから構成される。ワインの原料であるブドウの生産をおこなう場合
は農業生産者として扱われ様々な恩恵を受けることができるが，ワイン製
造業者は農業生産者としては扱われないことから，その支援体制は十分と
はいえない。ワインに関して日本は特殊な国であり，諸外国と比べてワイ
ン産業の育成は遅れている。
　近年，日本のワインはワイン生産国のコンクールで受賞するなど国際的
な評価が高まってきているが，経営学や経済学，統計的な手法を用いて社
会科学的にワイン産業を分析する体制は整っていない。後述するように，
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日本のワイン産業を分析し学術分野の世界で認知度を高めるのは容易では
ない。翻って，主要なワイン生産国では，データを用いた分析を通じてワ
インの価値を高め，産業として育成している。
　本稿は，社会科学的な視点から日本におけるワイン産業の位置づけを明
らかにし，問題点を列挙し，日本の特殊性を示す。ワイン産業を分析する
際の課題やデータの不備について説明すると同時に，現状分析をおこな
う。諸外国のワイン産業を分析した先行研究との比較を通じて，日本のワ
イン産業を育成するために必要なことを議論する。
　本稿の構成は以下の通りである。第２節では内外の先行研究を紹介し，
欧米の研究と比較する形で，日本のワイン産業を分析する際の限界につい
て示す。そして，ワイン法の不備という大きな難題，縦割り行政の弊害に
ついて述べる。第３節では，ワイン産業を経済学のツールを利用して分析
する。利用できるデータを列挙し，データに関する課題についても明らか
にする。産業の育成についての課題を最後に述べる。
２　先行研究と日本の特殊性
　日本において，社会科学系の学者が経済学や経営学の観点からワイン産
業を分析した先行研究は非常に限られている，ほとんど存在しないといっ
ても過言ではない。その理由は，後で詳しく述べるように，データの不
備，ワイン関連の学会や国際会議などが開催されないことが一因にある。
また，日本にはワイン法がなく，ワインは酒税法と食品衛生法で管理され
ていることも大いに関係する。
　世界には社会科学系の学者に開かれている学会や会議は決して少なくな
い。たとえば，社会科学系の学者が設立した学会としては，米国の
AAWE（American Association of Wine Economics, http://www.wine-economics.
org/）や欧州の EuAWE（European Association of Wine Economist, http://www.
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euawe.org/）がある。この両者は設立から10年弱と歴史は浅いが，活発に
活動をしている。1991年から毎年国際会議を開催し，古くから存在するも
のとして，フランスの VDQS（Vineyard Data Quantification Society, http://
www.vdqs.net/uk/index.asp）がある。これらの学会では，経済学や経営学，
統計学のツールを利用してワインそのものやワイン産業の分析をおこなっ
た論文が報告されている。研究成果を報告する場として，ワーキングペー
パーを公開し，学術雑誌を刊行し，学会や国際会議を組織している。
　企業の経営戦略に数字の分析が欠かせないように，ワイン産業やワイン
製造業者にとっても統計分析は有益な情報をもたらすツールになる。しか
し，ワインの経済分析という分野があることは，日本では学界だけでな
く，実務界にも知られていない。醸造技術の開発や向上はもちろん不可欠
なことであるが，マーケティング戦略や経営センスも必要である。相乗効
果により利益が大きいことは諸外国で証明されている。
　国際的にみればワインは巨大産業である1）。日本では生産量，消費量と
もにまだ少ないが，日本のワイン産業は確実に成長を続けており，欧米市
場で受賞するワイン，欧州へ向けて輸出されるワインも出てきた2）。しか
1）　ワインは世界で２億8,000万ヘクトリットル生産されていて，国別でみれ
ばフランスとイタリアが一位と二位，それぞれ5200万ヘクトリットル以上を
生産し，世界のワイン生産量のおよそ３分の１を両国で生産している。三位
以下は，スペイン，米国，アルゼンチン，オーストラリアと続く。翻って，
日本のワイン生産量は70～90万ヘクトリットル，まだ生産量は少ないのが現
状である。世界最大の消費国はフランスで，年間一人当たり消費量は53リッ
トル以上，二位のイタリアは46リットルであるが，日本はわずか２～３リッ
トルしか消費されていない（数字の出所は『2010日本ソムリエ協会教本）。
　　４位の米国でのワイン関連産業の経済効果は1620億ドル（2005年時点の数
字，１ドル100円で換算すれば16.2兆円）とされている（MKF Research Lcc
（2007）参照）。
2）　仲田（2011）は，甲州品種の世界展開について説明している。
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し，その産業をバックアップする研究体制や政府の支援は整っていない。
　以下では，欧米のワインに関する先行研究を紹介するとともに，日本の
特殊性について説明する。
2.1　欧米における先行研究
　欧米ではワインに関するデータが豊富に存在するだけでなく，経済学者
や統計学者等によって分析されている。気候や降雨量などの自然条件がワ
イン価格に与える影響，斜面角度，高度，日当たり等ブドウ畑の条件が畑
の取引価格に与える影響など，数多くの先行研究が存在する。例えば，先
に紹介した AAWEでは，2013年３月現在，135編のワーキングペーパーを
公開している。AAWEの学術雑誌 JWE「The Journal of Wine Econo-
mics」 3）は2006年から毎年２冊出版されている。
　VDQSも同様のシステムを採用している。同学会のワーキングペーパー
は WineEcoRepor ts（http://www.wineecorepor ts.com/internet/index.asp?　　　　　
langue=uk）として公開されている。学術雑誌は，2001年までは Scientific 
bookというタイトルで出版されていたが，その後Webでの公開ののち，
3）　JWEの雑誌は次のように紹介されており，幅広い分野が研究対象となっ
ていることがわかる。
　　The Journal of Wine Economics (JWE), launched in 2006, provides a 
focused outlet for high-quality, peer-reviewed research on economic topics 
related to wine. Although wine economics papers have been, and will continue 
to be, published in leading general and agricultural economics journals, the 
number of high-quality papers has grown to such an extent that a specialized 
journal can provide a useful platform for the exchange of ideas and results.
　　The JWE is open to any area related to the economic aspects of wine, 
viticulture, and oenology. It covers a wide array of topics, including, but not 
limited to :  production, winery activities, marketing, consumption, as well as 
macroeconomic and legal topics.
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2008年からは Enometricaという誌名に変更され出版されている（http://
www.vdqs.net/uk/publications/index.asp） 4）。
　enology という言葉があり，ワイン学と訳されることが多い。この言葉
の意味は，ワインそのものやワイン醸造に関わるすべての分野に関する研
究のことを指している。ブドウの栽培と収穫については，この enologyの
分析対象ではないことから，経済学者や統計学者が取り組むのは enology
の範囲であるという見方もできよう。本稿は，経済学者がおこなったワイ
ンに関する幅広い研究内容を紹介したい。以下では，３論文を紹介する。
論文事例１5） ：Chevet, Jean-Michel, Sébastien Lecocq, and Michael Visser 
(2011), “Climate, Grapevine Phenology, Wine Production, and 
Prices :  Pauillac (1800-2009).” American Economic Review, 
101(3） :  142-46.
　フランスのボルドー地方のオー・メドック地区にある有名シャトーが保
管していた，1820年から2005年までの長期間に渡る情報を利用し，実証分
析をおこなっている。データを提供したシャトー名は公表されていない。
提供されたデータは，1820年以降の毎年のフロラゾン（開花），ヴェレゾ
ン（着色），ハーヴェスト（収穫）の日付，雨量や気温などの気象情報，ワ
イン価格とワイナリーの利益のデータである。論文ではワイナリーの利益
やワイン価格に影響した要因が探られた。
　回帰分析結果から，1800年代は気候など自然環境の影響が利益に大きく
4）　2013年６月には Palgrave Macmillan社より，次の書籍も出版される。
“Wine Economics :  Quantitative Studies and Empirical Applications (Applied 
Econometrics Association Series)” 編者はMarie-claude Pichery, Eric Giraud-
hraud, Henri Serbat, Orhan Gvenenである。目次は http://www.vdqs.net/
documents/autres/Wine_Book_Contents.pdfからみることができる。
5）　本稿の３事例は，原田（2011）をもとに書き換えている。
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影響し，ワインの生育に適さない気候が続いた年や病害虫の影響が甚大だ
った年には利益が大幅に減少したが，近年は醸造技術の発展などにより自
然環境が利益に及ぼす影響はかなりコントロールされるようになっている
ことが示された。
　もうひとつ興味深いのは，ワイン価格に影響する要因である。ボルドー
地方では夏の気温が低いとブドウの生育に悪い影響が及ぶことから，夏の
平均気温が高いほうがその年のワインに良いといわれる。しかし分析結果
から，この関連は近年にしか当てはまらない，ということが明らかになっ
た。1980年代以降とくにこの影響が顕著であり，気温が高いとワイン価格
が上がるという結果が得られた。それ以前の時期は気温と価格の関連性は
薄かったのである。近年関連性が強くなったのは，ワインセミナーや試飲
会，ワインを評価する雑誌が関係しているのではないかと推測されている
（が，この点は数字で示すことができていない）。気温についてコメントする専
門家が増えたため，気温の影響が広く知られるようになり，ワイン価格に
大きく影響を及ぼすようになったことも一因と考えられている。
論文事例２ ：Jaeger, David A, and Karl Storchmann (2011), “Wine Retail 
Price Dispersion in the United States :  Searching for Expensive 
Wines? ” American Economic Review, 101(3） :  136-41.
　米国は地域によってワインの販売価格に違いがあり，その原因がどこに
あるかを探った論文がある。ボルドー地方の有名シャトーのワインは，ニ
ューヨーク市では6,000ドル以上の小売価格で売られているが，ユタ州で
はその３分の１程度の価格で売られている。そういった地域差の原因を究
明している。ワインのボトルの価格データは http://www.wine-searcher.
com/で誰でも確認することができる。
　地域の商業統計情報なども用いられて，ワイン価格に大きく影響してい
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るのは需要サイドの要因が大きいことが示された。その地域に住んでいる
人の平均所得などが有力な説明変数としてあげられた。
論文事例３ ：Cross, Robin, Andrew J. Plantinga, and Robert N. Stavins. 
2011. “What Is the Value of Terroir?.” American Economic 
Review, 101 (3） :  152-56.
　オレゴン州のブドウ畑の取引価格と，GIS（geographical information 
system，地理情報システム）から得た地理情報をもとに分析し，テロワール
の価値とは何かを示そうとしている論文がある。テロワールとはフランス
語であり，フランスの制度としては AOC（原産地呼称制度）がある。一言
でいえば，テロワールとは，ワインに現れる葡萄畑の気候・地勢・土壌の
個性であるといえる。米国には AOCではなく，AVA（American Viticultural 
Area）という制度がある。この研究は，政府が決めた制度はどれだけ信頼
に値するだろうかという観点からの分析ともいえる。AVAの評価基準が
絶対的なものなら，“１つの AVAの中ではブドウ畑の取引価格に差はない
はずだ ”という仮説をたて，実証分析の結果，価格の同一性を否定してい
る。
　分析にはオレゴン州のブドウ畑の（１エーカー当たりの）取引価格データ
の他にブドウ畑ひとつひとつの slope（傾斜），elevation（標高），aspect（方
位，向き），soil types（土壌）といった地理情報が利用され，AVAの評価基
準だけでは説明できない価格差が残されているという結果が示された。ど
の情報がより重要なのかも調査された。
　フランスの AOCの価値を分析した類似の研究は既に幾つか存在してい
る。なお，テロワールとは抽象的なものであり，数量分析になじまないこ
とから，それに代えて既存制度による格付けを分析対象とした研究が行わ
れている。
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　事例として紹介した３つの論文以外にも，醸造技術者などワイナリー関
係の技術者の移動がワイン価格に与える評価を分析した論文など，様々な
観点から分析された論文が数多く存在する。
　上記のような分析は必ずしもワイン製造業者に感謝されているわけでは
ない。90年代半ばに書かれた Ashenfelter et al.（1995）の論文は，ワイン
醸造に関わる人々やワイン愛好家の反感を買ったことで広く知られてい
る。回帰分析結果から判断すると，ボルドーワインの品質のかなりの部分
は生育期の気温と降雨量といった気候条件で説明できるという結果を
Ashenfelter et al.（1995）は示している。
2.2　日本のワイン産業に関する研究
　ワイン産業を農業関連分野としてみた場合，大規模化・効率化は経営を
安定させる一因といえる。しかし，第３節で詳しくみるように，日本のワ
イン製造業者には小規模ワイナリーが多く，利益をあげる以前に，低収益
構造から抜け出せない製造業者が一定割合存在するようである。しかし，
低収益構造の問題について研究している先行研究はない。
　大規模化以外の方策としては，６次産業化に取り組むことで発展すると
いう道も考えられる。坂田他（2012）は，農業と他産業の連携である６次
産業化について，取引コスト理論を用いて実証分析し，連携を促進させる
要因を分析している6）。しかし，６次産業化法は農林漁業者の生産物を利
6）　2010年12月に公布された６次産業化法（地域資源を活用した農林漁業者等
による新事業の創出および地域の農林水産物の利用促進に関する法律）は，
農林漁業者による６次産業化に関する施策，地産地消に関する施策の総合的
な推進により，農村漁村の振興等を図ることを目指した法律である。農林漁
業者が総合事業化に関する計画を作成し，農林水産大臣からの認定を受けれ
ば，農地転用の手続きの簡素化や金融面での優遇措置等の支援を受けること
ができるようになるというものである。農林漁業者が主体となる法律である
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用するという点に焦点があてられており，産業政策という側面よりも，第
一次産業に従事する農林漁業者を保護する意味合いが強い。坂田他（2012）
によると，海外では取引コスト理論を用いて，ワイン製造業社がブドウ農
家と生産契約を結んだり，ブドウを自社で生産したりする要因が分析され
ている。
　日本におけるワイン消費について分析したものとして，Omura et 
al.（2012）がある。Omura et al.（2012）では，日本におけるワイン消費量
を所得や景気，その他の食品消費量との関係から分析している。蛯原・大
村（2010）は，ワインに関する消費者の意識がどの程度違うのかを日仏で
おこなわれたアンケート調査をもとに考察している。
　ワインを経済学的な観点から分析したものは，上記の例外を除き，残念
ながらほとんど存在しない。その理由は，データの不備とワイン法の不在
であろう。蛯原（2011a, 2011b）は日本のワイン産業を支えるためにはワイ
ン法が必要であることを解説している7）。
2.3　日本の特殊性
　世界の国々にはワイン法があり，ワインは法律によって規制されてい
る。日本にはワイン法がなく，酒税法と食品衛生法で規制されている。
　この影響は甚大であり，日本にはワインの定義が存在しない。酒税法で
定義されているのは果実酒である8）。ワインとは，ブドウの果汁を発酵さ
ことは農林水産省の６次産業化のページでも謳われている（http://www.
maff.go.jp/j/shokusan/sanki/6jika.html）。また，６次産業化先進事例集 [100
事例集 ]にもワイン産業の事例は紹介されていない。
7）　ワイン法とは何かについては，たとえば山本他（2009）が平易でわかりや
すい。
8）　酒税法（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S28/S28HO006.html）の第一章総
則，第三条において，果実酒は次のように定義されている。
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せたアルコール飲料を指すのが諸外国の常識であり，法律にも定められて
いる。しかし日本では，果実であれば梅や桃，みかん等を含んでいても果
実酒として扱われ，この果実酒にワインという名前をつけても法律には違
反しない。また，酒税法の定義ではブドウを発酵させる必要はなく，水を
用いてもよいため（EUをはじめ多くの生産国では水やアルコールの添加は厳し
く制限されている），濃縮ジュースを原料として果実酒を作っても構わない。
そのため，諸外国ではワインに分類されないものが日本ではワインとして
流通している9），10）。国内で醸造されているものの75％以上が，ブドウを発
　　果実酒　次に掲げる酒類でアルコール分が二十度未満のもの（ロからニま
でに掲げるものについては，アルコール分が十五度以上のものその他政令で
定めるものを除く。）をいう。
　　イ　果実又は果実及び水を原料として発酵させたもの
　　ロ 　果実又は果実及び水に糖類（政令で定めるものに限る。ハ及びニにお
いて同じ。）を加えて発酵させたもの
　　ハ　イ又はロに掲げる酒類に糖類を加えて発酵させたもの
　　ニ 　イからハまでに掲げる酒類にブランデー，アルコール若しくは政令で
定めるスピリッツ（以下この号並びに次号ハ及びニにおいて「ブランデ
ー等」という。）又は糖類，香味料若しくは水を加えたもの（ブランデ
ー等を加えたものについては，当該ブランデー等のアルコール分の総量
（既に加えたブランデー等があるときは，そのブランデー等のアルコー
ル分の総量を加えた数量。次号ハにおいて同じ。）が当該ブランデー等
を加えた後の酒類のアルコール分の総量の百分の十を超えないものに限
る。）
9）　諸外国ではワインとして扱われない類のワインは，大手飲料メーカーが
500円前後の安価な値段で販売しているものに多くみられる。これらのアル
コール飲料の特徴として，酸化防止剤が添加されていないことをラベルに謳
っているものが多い。ブドウを発酵させる過程で亜硫酸塩等の酸化防止剤は
必要不可欠であるが，濃縮マストから果実酒を作る過程では敢えて入れる必
要はない。また，これらのアルコール飲料は「国産」であることを強調して
いることも多い。酒税法には輸入した濃縮マストを日本でアルコールを加え
ワインに加工すれば，日本で醸造したということから「国産」と謳える。消
費者誤認の問題ともいえる。
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酵させたものではなく，濃縮ブドウ果汁にアルコールを添加させたもので
ある。
　ワイン法が整備されればワイン関連の統計も整備されやすい。日本では
ワイン用ブドウの生産量は把握されていない。ワイン法がないために起こ
る問題は，ワインの作り方や原料に関することだけではなく様々である。
例えば，日本のワインについては地理的表示がないことが輸出の障害とな
っている11）。蛯原（2011b）ではワインの輸出に関する問題が示されている。
酒税法ではワイン産地表示の要件が規定されていないだけでなく，産地に
おける最大収量，品種，監督機関，醸造の条件等も決められていない。
　分析・検査が義務付けられていないことも地理的表示に関連する問題で
ある。蛯原（2011b）によると，EUやイギリスの高級ワインには分析・官
能検査が義務付けられており，検査に不合格となると，産地名なしのワイ
ンとして販売される等のペナルティがつく。酒税法には分析や検査に関す
る規定がない。地域の原産地呼称制度では官能検査が実施されることもあ
るが，不合格になったワインや，審査の対象にならないワインであっても
産地名を名乗ることができる。つまり，地域の原産地呼称制度には何ら法
的な拘束力がなく，罰則もないのが現状である。
10）　蛯原（2011b）によると，日本の業界基準では「酒税法に規定する果実酒
のうち，原料として使用した果実の全部又は一部がブドウである果実酒」が
ワインとして定義されている。
11）　EU諸国へ輸出するワインのラベルに品種を表示するためには，ワイン用
のブドウ品種として国際ブドウ・ワイン機構（O.I.V.）への登録が必要であ
る。2014年１月現在，O.I.V.に登録されている日本のワイン用ブドウ品種は
２つ，甲州とマスカット・ベーリー Aである。2013年７月には「山梨」が
酒税法で定める初の果実酒の地理的産地となった。
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３　わが国のワイン産業の経済分析
　日本でワインに関するデータが整備されていない理由はワイン法の不備
だけではない。日本は国際的な組織 O.I.V.（ワイン醸造とブドウ栽培に関する
技術的・科学的な領域を扱う，各国政府が加盟する国際的な組織）に加盟してい
ない。2010年４月現在，44か国が O.I.V.（L’Organisation Internationale de la 
Vigne et du Vin，英語表記では International Organisation of Vine and Wine）に加
盟している。O.I.V.では，醸造方法やラベル表記等ワインに関する重要な
基準を審議・決定し，加盟国のワインに関する規定は O.I.V.の基準に依拠
することも多いとされる。日本は加盟していないが，日本のワイン用ブド
ウ品種である甲州は2010年に，マスカット・ベーリー Aは2013年に O.
I.V.に登録されている12）。
3.1　現存するデータ
　データを用いて分析することも，ワイン産業に貢献する新しい取り組み
のひとつといえるが，日本に現存するワインに関するデータは非常に限定
的である。基本データであるワイン原料としてのブドウの生産量，栽培面
積等は農協ですら実態を把握していない。
　ワインは農産物ではないため，農林水産省の管轄ではない。農林水産省
はブドウの生産については把握しているが，ワインは対象外である。ワイ
ンの流通については経済産業省が管轄である。ワインそのもの及びワイン
12）　甲州が登録されたのは2010年６月である。2009年８月に国税庁が甲州種を
優先的に登録することを決定し，同年10月から11月にかけて O.I.V.登録申請
に必要な甲州の特性分析資料データを（独）酒類総合研究所へ提出した。翌
2010年１月に酒類総合研究所が登録申請書を O.I.V.に提出し，登録されるこ
ととなった。
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製造業者については財務省と国税庁が担当している。ワインに関するデー
タは少ないながらも点在して分散しており，総合して把握されていない。
　財務省と国税庁のワイン製造業者に関する調査について説明する。財務
省（財務総合政策研究所）がおこなう調査は「産業連関構造調査「酒類製造
業投入調査」」である。総務省を中心に関係各省共同で５年ごとに作成す
る産業連関表において，酒類の投入額推計等の基礎資料を得ることを目的
としている。財務省が担当する部門は，塩，酒，たばこ，法務・財務・会
計サービス部門の４部門である。「酒類製造業投入調査」は，前回（平成
18年実施）までの調査結果は公表されておらず，産業連関表作成の資料と
してのみ調査され，結果は内部でのみ活用された。しかし，最新の実施分
（平成23年の調査）は，平成25年末に初めて公表された。調査される項目は，
売上高及びその内訳，売上原価，販売費・一般管理費の内訳，従業者数，
再生資源の売却等である。財務省がおこなうこの調査は，37法人の集計値
である。
　国税庁も財務省とは別に毎年調査をおこなっているが，国税庁の調査は
調査票も公表されておらず，詳細は明らかにされていない。国税庁のホー
ムページでは「果実酒製造業の概況」という PDFファイルが毎年公表さ
れているが，専業割合，規模，販売数量，業績の推移，製成推量等一部の
情報が比率などの形で図表になって掲載されているに過ぎず，規模による
利益の差などは一切把握できない13）。
　国税庁の調査は毎年実施されており，調査項目の集計値がすべて開示さ
れれば，原料ブドウの量や買い取り価格，入手先なども明らかになり，日
本のワイン産業の実態が解明されると推測する。しかし，現時点では調査
13）　国税局が毎年実施する「果実酒製造の実態調査」の調査項目には，原料ブ
ドウの量，買い取り価格，入手先，販売調査，財務調査等があるとされる
（筆者によるワイナリー経営者からの聞き取り調査に基づく）。
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票を記入しているワイナリーであっても閲覧請求は認められていない。
　例えばワイナリー経営に新規参入したい人は，ワイン産業のデータを閲
覧し，ブドウのワインへの加工実態，財務状況の傾向などを把握したいで
あろうし，TPP等により関税が撤廃される前にワインの法制化が急務だ
と考える人もたくさんいる。そのためには，日本のワイン産業の実態を把
握する必要がある。そして，実態把握に数字は必要不可欠である。全国規
模で詳細なデータが国税庁には存在するにもかかわらず，庁内の担当部署
以外に誰も利用できない現状は打開せねばならない。少なくとも，ワイン
製造業者には何らかのフィードバックがあるべきだと考える。
　果実酒製造業者の実態調査の目的は，数字を分析して企業の実態を把握
し，今後の政策に反映させるためである（筆者のヒアリングによる）。製造
者が経営や醸造に役立てたい場合は，その統計結果を閲覧することも可能
とされている。しかし残念ながら，現実には政策に反映されているとは言
えない。
　果実酒に限らず，酒類製造業者には中小規模の製造業者が多く，軽減税
率を適用するために調査が必要とされている。しかし，調査を役立て何ら
かの解析をし，政策立案に利用してこそ調査の役割も増すはずである。一
例として，国税庁の資料を財務省は活用できているかについても疑問が残
る。財務省は，国税庁等の既存資料では産業連関表作成に必要な情報が十
分に得られないという理由から，産業連関表作成年に別途調査をおこなっ
ている14）。つまり，財務省の「酒類製造業投入調査」と国税庁ホームペー
ジ掲載の酒類に関する統計情報は全く別の調査であり，「酒類製造業投入
14）　総務省の「産業連関表」に関するホームページは http://www.stat.go.jp/
data/io/index.htmである。各省で実施している産業連関表作成のための調
査一覧については，http://www.stat.go.jp/data/io/exam.htmから確認するこ
とができる。
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調査」での回答内容に国税庁の酒類に関する統計には用いられていない。
　ワイン原料であるブドウについては，農林水産省に「果樹生産出荷統
計」がある。この統計では，ブドウの結果樹面積15），収量，収穫量，出荷
量，卸売価格等が調べられているが，統計は生食用と加工用を区別してお
らず，ワインに関する情報量としては利用できない16）。
　政府が勧めるクール・ジャパン海外プロジェクトに関し，「JAPAN ブラ
ンド育成支援事業」のひとつとして，経済産業省は平成21年に「甲州ワイ
ンの EU輸出プロジェクト」を採用した。甲州ワインの世界的な認知を高
め，市場の拡大を目指すには，日本のワイン産業を分析する意義は大きい
はずである。TPPとの関連でもワイン産業を保護あるいは育成する動き
は活発になると予想される。省庁をまたいだデータの統合や公開化は時代
の流れであり，いかに対応するかという観点から議論がスタートすること
を期待する。
3.2　データから読み取る概況
　現存する公式情報をもとにワイン産業について考察する。以下で利用す
るデータは国税庁のものである。
　ワイン製造業者は圧倒的に小規模のところが多い。大企業の割合は平成
11年度の5.4％が最大，平成13年度の2.4％が最少である（表１参照）。平成
11年度の全企業数は168社であり，この5.4％は９社に該当する。平成13年
度も同様に求めると４社である。平成13年度は中規模企業の割合が上昇し
15）　果樹は一定の年数を経過しなければ結実しない。果樹の栽培面積のうち，
果実が結実した面積のみをまとめたものが結果樹面積である。
16）　みずほ総合研究所（2006）によると，2004年の同統計によると，山梨県の
ブドウの全出荷量のうち加工用に回るのは約13％，ワインによくつかわれる
品種「甲州」でも46％に過ぎないと記されている。
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ていることから（4.8％から7.1％），大企業（資本金３億円超，従業員300人超）
と中企業（資本金３億円超，従業員300人以下）の割合を合わせると，比率は
ほぼ一定で10％前後で安定している（図１参照）。ワイン産業は数社の大企
業と90％以上を占める中小企業から成り立っている。
　規模の違いはワインの製成数量の違いからも明らかである。表２は製成
数量をみたものである。平成17年以降，5,000kl以上のワインを供給して
表１　製造業者数
大企業 中　小　企　業
???法人 法　　　人 個人
計資本金 ３億円超
３億円
超
３億円
以下
３億円
以下
小計
─
従業員 300人超 300人以下
300人
超
300人
以下
300人
以下
７事業年度 15.3 163
９事業年度 5.0 5.6 1.3 75.0 81.9 13.1 ─ 95.0 160
11事業年度 5.4 4.8 1.2 76.2 82.1 12.5 ─ 94.6 168
13事業年度 2.4 7.1 1.8 78.1 87.0 10.7 ─ 97.6 169
15事業年度 3.1 6.1 2.5 80.4 89.0   8.0 ─ 96.6 162
16事業年度 3.7 6.8 2.5 78.4 87.7   8.6 156 96.3 162
17事業年度 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 154 96.3 160
18事業年度 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 147 95.5 154
19事業年度 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 137 95.1 144
20事業年度 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 144 95.4 151
21事業年度 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 148 95.5 155
22事業年度 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 147 95.5 154
（注）　１．平成７事業年度については，中小企業の範囲が異なっているため表示してい
ない。
　　　２．平成15事業年度までは，当該調査は２年ごとに実施。
　　　３．「─」は未集計のデータであることを表す。
（単位：％）
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図１　資本金で分けた企業の割合
90.0
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70.0
60.0
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30.0
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10.0
0.0
３億円以下３億円超
H９ H10 H11 H12 H13
表２　製成数量規模別構成比
100kl未満 100kl以上
300kl未満
300kl以上
1,000kl未満
1,000kl以上
5,000kl未満 5,000kl以上
??
７事業年度 ─ 74.2％ ─ 11.7％ ─   9.8％ ─ 1.8％ ─ 2.5％ 163
９事業年度 ─ 70.0％ ─ 14.4％ ─ 10.6％ ─ 2.5％ ─ 2.5％ 160
11事業年度 ─ 64.9％ ─ 17.3％ ─ 11.9％ ─ 3.6％ ─ 2.4％ 168
13事業年度 ─ 70.4％ ─ 16.0％ ─   8.3％ ─ 2.4％ ─ 3.0％ 169
15事業年度 ─ 74.2％ ─ 13.5％ ─   8.0％ ─ 1.8％ ─ 2.5％ 162
16事業年度 123 75.9％ 21 13.0％ 11   6.8％ 3 1.9％ 4 3.1％ 162
17事業年度 118 73.8％ 21 13.1％ 14   8.8％ 2 1.3％ 5 3.1％ 160
18事業年度 118 76.6％ 16 10.4％ 12   7.8％ 3 1.9％ 5 3.2％ 154
19事業年度 109 75.7％ 16 11.1％ 12   8.3％ 2 1.4％ 5 3.5％ 144
20事業年度 116 76.8％ 19 12.6％   9   6.0％ 2 1.3％ 5 3.3％ 151
21事業年度 118 76.1％ 19 12.3％ 11   7.1％ 2 1.3％ 5 3.2％ 155
22事業年度 119 77.3％ 16 10.4％ 12   7.8％ 2 1.3％ 5 3.2％ 154
（単位：社）
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いるのは常に５社である。つまり，大手飲料メーカー５社とその他のワイ
ナリーという二極化の構造が読み取れる。図２からは，中規模の生産業者
が減少傾向にあり，小規模生産業者がコンスタントに増加していることも
示される。
　経営状況は規模別に表示されていない（表３参照）。ワイン製造業者全体
の売上は，平成22年事業年度で621億8,000万円である。総利益と営業利益
はそれぞれ240億5,300万円，41億5,300万円となっている。企業数で割る
と，平均売上高は４億400万円，平均総利益は１億5,600万円，平均営業利
益は2,700万円となる。
　しかしこの平均値に意味はない。大手数社の売上や利益はその他中小の
製造業者に比べはるかに高いはずであり，その数値を考慮するべきであ
る。現実には，欠損・低収益企業が多く存在する（表４参照）。営業利益ベ
ースでみれば，約半数近い企業が欠損及び低収益企業（税引前当期純利益が
図２　製成数量の比率
0.0
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20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
（％）
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100 kl 未満 100 kl 以上1,000kl 未満 1,000kl 以上
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50万円未満）に分類される。
　国税庁から公開されている資料は果実酒や清酒といった酒類毎に分けら
れている。清酒であればより詳細な情報が公開されている。製成数量の多
寡が経営に与える影響は大きいと考えられることから，製成数量毎に企業
規模を分類，企業数の推移を把握，収益の推移も規模別に公開されてい
る。しかし，ワイン製造業者（果実酒製造業）については規模別に分類さ
表３　経 営 状 況
企業数（社） 売　上　高 売上総利益 営業利益
７事業年度 163 50,787 20,165 －1,515
９事業年度 160 63,961 25,273 　1,985
11事業年度 168 86,709 31,745 　1,371
13事業年度 169 66,607 23,950 　  437
15事業年度 162
　 （422） 　 （151） 　　  （1）
68,897 24,644 　  152
16事業年度 　 （357） 　 （127） 　　 （10）162
57,770 20,615 　1,566
17事業年度 　 （362） 　 （157） 　　 （12）160
57,878 25,140 　1,962
18事業年度 　 （372） 　 （128） 　　  （9）154
57,307 19,765 　1,331
19事業年度 　 （404） 　 （138） 　　 （11）144
58,185 19,810 　1,570
20事業年度 　 （380） 　 （129） 　　 （15）151
57,310 19,486 　2,223
21事業年度 　 （370） 　 （133） 　　 （12）155
57,353 20,583 　1,836
22事業年度 154 　 （404） 　 （156） 　　 （27）
62,180 24,053 　4,153
　（注）　括弧内は平均値である。
（単位：百万円）
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れる項目はほとんど存在していない17）。
　そこで，表５の製成数量をもとに，大手５社の利益とその他の企業の利
益を類推してみる。平成22年の大手５社の製成数量は64,583キロリットル，
その他の企業の製成数量は14,469キロリットルである。ワイン産業全体の
製成数量は79,052キロリットルであることから，大手とその他企業の製成
割合はそれぞれ81.7％と18.3％である。営業利益の比率も同じと仮定すれ
ば，18.3％しか生産していない中小企業の営業利益は７億6,000万円とな
17）　交渉の末，2013年度に国税庁から追加資料が公開された。追加資料の分析
は今後の課題としたい。
表４　欠損・低収益企業数
企業数
営　業　利　益
欠損・低収益企業
その他の企業
欠損企業 低収益企業
７事業年度 163 ─ 59.5 ─ 38.0 ─ 21.5 ─ ─
９事業年度 160 ─ 36.3 ─ 18.8 ─ 17.5 ─ ─
11事業年度 168 ─ 39.9 ─ 26.8 ─ 13.1 ─ ─
13事業年度 169 85 50.3 56 33.1 29 17.2 84 49.7
15事業年度 162 83 51.2 61 37.7 22 13.6 79 48.8
16事業年度 162 96 59.3 67 41.4 29 17.9 66 40.7
17事業年度 160 80 50.0 59 36.9 21 13.1 80 50.0
18事業年度 154 79 51.3 63 40.9 16 10.4 75 48.7
19事業年度 144 65 45.1 50 34.7 15 10.4 79 54.9
20事業年度 151 79 52.3 63 41.7 16 10.6 72 47.7
21事業年度 155 79 51.0 63 40.6 16 10.3 76 49.0
22事業年度 154 82 53.2 70 45.5 12   7.8 72 46.8
　（注）　営業利益は，果実酒部門にかかるものである。
（単位：社・％）
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る。これを149社で割れば，一社あたりの平均利益は510万円となる。
　本稿で用いた国税庁の調査は，小規模なワイン製造業者に酒税の軽減措
置をおこなうために導入されている。しかし，大手５社の製成数量，業
績，利益の伸び等を勘案すれば，中小のワイン製造業者の業績は懸念材料
のひとつといえる。
　大手の製造業者は，安価な輸入原料である濃縮果汁を用いてワインを作
っている割合が高く，中小のワイン製造業者は国産原料である生ブドウを
利用してワイン作りをしていることが多いとされる。図３は日本で作られ
るワインの原料を国産と輸入に分けたものである。生ブドウ（国産原料）
は全体の２割，濃縮果汁（輸入原料）は８割弱を占めている。この比率は，
中小の製造業者と大手製造業者の製成割合（18.3％と81.7％）と似ている。
規模別の利益構造を把握してより詳細な分析をおこない，改革や支援策に
ついて考察する必要がある。
表５　製 成 数 量
大手５社 その他の企業 合　計
13事業年度 58,947 73.0 ─ ─ 80,700
15事業年度 62,862 77.1 ─ ─ 81,530
16事業年度 61,516 78.7 ─ ─ 78,161
17事業年度 64,611 79.1 ─ ─ 81,636
18事業年度 66,603 79.2 ─ ─ 84,097
19事業年度 68,127 82.9 14,057 17.1 82,184
20事業年度 73,319 84.2 13,750 15.8 87,069
21事業年度 63,666 81.6 14,365 18.4 78,031
22事業年度 64,583 81.7 14,469 18.3 79,052
　（注）　大手５社とは，調査対象期間における製成数量の上位５社である。
（単位：kl・％）
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４　お わ り に
　本稿は，社会科学的な視点から日本のワイン産業について考察し，国産
ワインの特殊性について概説している。ワイン産業には154社（平成22年度）
の製造業者がおり（国税庁が把握している製造業者数が154社。実際には240社以
上といわれている。），その９割以上は小規模なワイナリーで占められてい
る。大企業（資本金３億円以上，従業員300人超）に分類される大手ワインメ
ーカーは５％に満たない。製成数量別でみれば，100キロリットル未満製
成する業者が119社で全体の77％を占めており，5,000キロリットル以上製
成する業者は５社となっている。
　中小規模の製造業者の経営状況は公開されず，ワイン産業全体としての
経営状況が開示されている。産業全体の経営状況を表す数字によると，総
利益の平均（全体の利益を企業数で割った値）は１億5,600万円，営業利益の
平均は2,700万円となる。しかし，現実には82社（53％以上の企業）が欠損・
図３　国産原料輸入原料の割合
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（％）
国産原料（生ぶどう） 輸入原料（濃縮果汁）
7 9 11 13 15 16 17 18 19 20 21 22
日本のワインとワイン産業（原田）　673
低収益企業である。
　製成数量については，大手５社とその他149社の数字が示されている。
製成数量から利益の分配を考察してみると（１キロリットルあたりの利益と
して考える），大手とその他の製成数量の比率はそれぞれ82％と18％となり，
18％しか製成していない中小規模のワイナリーの営業利益は一社あたり
510万円と推計される。この数字は推測でしかないが，ワイン産業の育成
を考える際には無視できない数字である。95％を占める中小規模の製造業
者の利益が少ないだけでなく，80社以上もの製造業者が欠損・低収益とい
う現状は打開せねばならない。
　近年，日本ワインはワイン生産国のコンクールで受賞するなど国際的な
評価が高まってきているが，経営学や経済学，統計的な手法を用いて社会
科学的にワイン産業を分析する体制は整っていない。主要なワイン生産国
では，データを用いた分析を通じてワインの価値を高め，産業として育成
している。データの開示を進め，産業の育成を社会科学的な観点から分析
する意義は大きいと思われる。今後のデータ整備，関連する分野での研究
事例が増えることを期待する。
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